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木材の需要拡大
－新たな『木の文化』を目指して－
　去る4月26日に、平成22年度の森林・林業白書が閣議決
定され、国会に提出の上、公表されました。
　平成22年度白書の特集章「木材の需要拡大－新たな『木の文
化』を目指して」では、公共建築物の木造化、木質バイオマスの
エネルギー利用、木材輸出の3点に焦点を当てて、詳細な分析
を行っています。また、森林・林業の再生に向けた新たな取組、
「東日本大震災」による被害など、平成22年度の特徴的な動き
も「トピックス」として取り上げています。
　本誌では、トピックスと特集章について内容を紹介します。

　

農
林
水
産
省
で
は
、
平
成
22（
２
０
１
０
）年

１
月
か
ら
、「
森
林
・
林
業
再
生
プ
ラ
ン
」の
実

現
に
向
け
た
具
体
的
な
改
革
の
内
容
に
つ
い
て

検
討
を
進
め
、
同
年
11
月
に
、「
森
林
・
林
業
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１
トピックス

森
林
・
林
業
の
再
生
に

　
　
向
け
た
新
た
な
取
組

の
再
生
に
向
け
た
改
革
の
姿
」

と
し
て
、
最
終
と
り
ま
と
め
を

行
い
ま
し
た
。
農
林
水
産
省
で

は
、
同
と
り
ま
と
め
を
受
け
て
、

森
林
計
画
制
度
の
見
直
し
、「
森

林
管
理
・
環
境
保
全
直
接
支
払

制
度
」
の
導
入
を
は
じ
め
と
す

る
適
切
な
森
林
施
業
が
着
実
に

特

集

平 成 2 2 年 度

森林・林業
白書

新たな「森林管理・環境保全直接支払制度」のイメージ

個々の森林施業に対し網羅的に支援 面的まとまりをもって持続的な森林
経営を実施する者に対し直接支援

抜本的
に改革

今まで 平成23（2011）年度から
直接支払による支援

搬出間伐

森林作業道

施業地
（伐り捨て間伐） 施業の集約化

 （搬出間伐）
森林作業道 行

わ
れ
る
仕
組
み
の
整
備
、
低

コ
ス
ト
化
に
向
け
た
路
網
整
備

等
の
加
速
化
、
フ
ォ
レ
ス
タ
ー

等
の
人
材
の
育
成
な
ど
、
新
た

な
取
組
を
開
始
し
ま
す
。

森林・林業基本政策検討委員会の最終とりまとめの骨子

改革の方向

森林計画制度の見直し
適切な森林施業が確実に行われる仕組みの整備
低コスト化に向けた路網整備等の加速化
担い手となる林業事業体の育成
国産材の需要拡大と効率的な加工・流通体制の確立
フォレスター等の人材の育成

ＰＤＣＡサイクルによる検証
改革内容の改善

森林の多面的機能の発揮、雇用創出、山村地域の活性化、低炭素社会構築への寄与

１
2
3
4
5
6

・計画的な森林施業の定着
・集約化と路網整備の進展による
低コスト作業システムの確立

持続的な森林経営の確立
国産材の安定供給体制の構築

新成長戦略
21の国家戦略プロジェクト

10年後の木材自給率50％以上
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平
成
22（
２
０
１
０
）年
５
月

に
、
公
共
建
築
物
に
重
点
を
置

い
て
木
材
利
用
を
促
進
す
る
こ

と
を
目
的
と
す
る
法
律
が
成
立

し
、
10
月
か
ら
施
行
さ
れ
ま
し

た
。
同
法
に
基
づ
く
基
本
方
針

で
は
、
国
が
整
備
す
る
低
層
の

公
共
建
築
物
は
原
則
と
し
て
全

て
木
造
化
を
図
る
等
の
目
標
が

設
定
さ
れ
ま
し
た
。

3
トピックス
「
公
共
建
築
物
等
に
お
け
る

　
木
材
の
利
用
の
促
進
に

　
　
関
す
る
法
律
」
の
成
立

2
トピックス

「
東
日
本
大
震
災
」
で
森
林
・

　
　
林
業
・
木
材
産
業
に
甚
大
な
被
害

　

平
成
23（
２
０
１
１
）年
３
月

に
、
国
内
観
測
史
上
最
大
規
模

の
地
震
等
に
よ
り
、「
東
日
本

大
震
災
」
が
発
生
し
、
宮
城
県

や
岩
手
県
等
の
沿
岸
部
で
、
地

震
と
津
波
に
よ
り
、
海
岸
林
や

木
材
産
業
施
設
等
に
甚
大
な
被

害
が
発
生
し
ま
し
た
。
林
野
庁

で
は
、
災
害
の
復
旧
・
復
興
に

向
け
て
、
全
力
で
取
り
組
み
ま

す
。

4
トピックス

生
物
多
様
性
に
関
す
る
新
た
な

　
　
世
界
目
標
・
ル
ー
ル
の
採
択

　

平
成
22（
２
０
１
０
）年
10
月

に
、
名
古
屋
市
に
お
い
て
、「
生

物
多
様
性
条
約
第
10
回
締
約
国

会
議（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
10
）」
が
開
催
さ

れ
、
今
後
10
年
間
、
生
物
多
様

性
条
約
を
効
果
的
に
実
施
す
る

た
め
の
世
界
目
標
と
な
る
「
戦

略
計
画
２
０
１
１

－

２
０
２
０

（
愛
知
目
標
）」と
遺
伝
資
源
へ
の

ア
ク
セ
ス
と
利
益
配
分
に
関
す

る「
名
古
屋
議
定
書
」が
採
択
さ

れ
ま
し
た
。

　

平
成
23（
２
０
１
１
）年
は
、

国
連
総
会
の
決
議
に
基
づ
く

「
国
際
森
林
年
」
で
す
。
我
が
国

の
テ
ー
マ
は
、「
森
を
歩
く
」
と

し
て
、「
国
際
森
林
年
国
内
委

員
会
」
の
下
、
関
連
シ
ン
ポ
ジ

ウ
ム
の
開
催
等
、
様
々
な
活
動

を
展
開
す
る
予
定
で
す
。

5
トピックス

２
０
１
１
国
際
森
林
年

平成21（2009）年9月に、国立大学法人東京大学が
建築した教職員の福利厚生・教育研究支援施設「向ヶ丘
ファカルティハウス」。プレカット加工した一般流通材
を用いて、在来工法により建築。

平成22（2010）年7月に、岡山県玉野市で建
築された特別養護老人ホーム。国内最大級の
在来工法による木造耐火建築物で、地域材を
多用。

COP10 の会場

国際森林年のロゴマーク
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（１）
木
材
の
供
給

　

我
が
国
に
お
け
る
国
産
材
の

供
給
は
、
戦
後
を
中
心
に
造
成
さ

れ
た
人
工
林
資
源
の
充
実
に
よ

り
、
増
加
傾
向
で
推
移
し
て
い
ま

す
。
こ
れ
に
対
し
て
、
木
材
輸
入

は
、
需
要
減
少
や
輸
出
国
に
お
け

る
資
源
的
制
約
等
に
よ
り
、
減
少

傾
向
で
推
移
し
て
い
ま
す
。
こ
の

た
め
、
木
材
自
給
率
は
、
平
成
14

（
２
０
０
２
）年
を
底
と
し
て
上
昇

傾
向
に
あ
り
、
平
成
21（
２
０
０
９
）

年
の
自
給
率
は
２
７・

８
％
と
な
っ

て
い
ま
す
。
今
後
、「
森
林
・
林
業

再
生
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
く
木
材
の
安

定
供
給
と
利
用
に
必
要
な
体
制
の

構
築
が
進
む
こ
と
に
よ
り
、
国
産

材
の
供
給
力
が
強
化
さ
れ
る
こ
と

が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

（２）
木
材
の
需
要

　

日
本
に
お
け
る
木
材
の
需
要

は
、
平
成
８（
１
９
９
６
）年
以

降
、
減
少
傾
向
に
あ
り
、
平
成

21（
２
０
０
９
）年
に
は
、
対
前
年

比
19
％
減
の
大
幅
な
減
少
と
な

り
ま
し
た
。
一
人
当
た
り
木
材
需

要
量
も
、
ピ
ー
ク
時
の
昭
和
48

（
１
９
７
３
）年
の
半
分（
０・

５
０

m3
）に
ま
で
落
ち
込
ん
で
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
日
本
の
人
口
は

平
成
18（
２
０
０
６
）年
に
初
め
て

1

木
材
の
需
要
拡
大
の
背
景

◎特集 平成 22年度 森林・林業白書

第
Ⅰ
章　

木
材
の
需
要
拡
大

第
Ⅰ
章　

木
材
の
需
要
拡
大

　
　

－
　
　

－

新
た
な『
木
の
文
化
』を
目
指
し
て

新
た
な『
木
の
文
化
』を
目
指
し
て

－－愛媛県立武道館
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減
少
し
、平
成
32（
２
０
２
０
）

年
に
は
現
在
よ
り
も
約

４
０
０
万
人
減
少
す
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。従
っ

て
、
現
状
の
ま
ま
推
移
す
れ

ば
、
木
材
需
要
量
は
減
少
傾

向
が
継
続
す
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
ま
す
。

（３）
木
材
の
需
要

拡
大
の
必
要
性

　

木
材
需
要
量
が
減
少
傾
向

に
あ
る
中
、
日
本
の
林
業
再

生
を
進
め
る
た
め
に
は
、
木

材
の
供
給
体
制
整
備
と
同
時

に
、
木
材
の
需
要
拡
大
を
図

る
こ
と
が
不
可
欠
で
す
。
木

材
の
需
要
拡
大
に
当
た
っ
て

は
、
こ
れ
ま
で
の
住
宅
分
野

の
み
な
ら
ず
、
新
た
な
分
野

で
の
取
組
に
力
を
入
れ
る
こ

と
が
重
要
で
す
。
ま
た
、
木

材
の
需
要
拡
大
は
、
経
済
効

果
の
み
な
ら
ず
、
新
た
な「
木

の
文
化
」の
創
出
に
も
つ
な
が

る
こ
と
が
期
待
で
き
ま
す
。

5,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

13,000

12,000

6,000

（万人）
H17（2005）年
12,777万人

H32（2020）年
12,274万人

H42（2030）年
11,522万人

人口推移
推計（出生中・死亡中）
推計（出生低・死亡高）
推計（出生高・死亡低）

S30

人口の推移と将来推計

資料：総務省「国勢調査」「人口推計」、国立社会保障・人口問題
　　　研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）」

(1955)
40
(65)

50
(75)

60
(85)

H7
(95)

17
(2005)

27
(15)

37
(25)

47
(35)

57
(45)

67
(55)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.2

1.0

0.50m3/人

1.08m3/人

(万m3) (m3/人)

(年)

2,351万m3

6,747万m3

その他用材需要量
合板用材需要量
パルプ・チップ用材需要量
製材用材需要量
一人当たり木材需要量(右軸)

S48(1973)年
11,758万m3

H21(2009)年
6,321万m3

35
(60)

40
(65)

45
(70)

50
(75)

55
(80)

60
(85)

H2
(90)

7
(95)

12
(2000)

17
(05)

S30
(1955)

木材需要量(用材)の推移

資料 ： 林野庁「木材需給表」
　注 ： 数量は丸太換算値。

木
材
需
要
量

一
人
当
た
り
木
材
需
要
量

　

我
が
国
に
お
け
る
木
材
需
要
の

約
４
割
が
建
築
用
材
で
あ
り
、
特

に
、
木
造
住
宅
の
動
向
が
木
材
需

要
全
体
に
大
き
な
影
響
を
与
え
て

い
ま
す
。
林
野
庁
で
は
、住
宅
メ
ー

カ
ー
等
が
必
要
と
す
る
製
品
を
低

コ
ス
ト
で
安
定
的
に
供
給
す
る
取

組
を
実
施
し
て
き
ま
し
た
。
こ
の

結
果
、
住
宅
メ
ー
カ
ー
等
で
は
、

国
産
材
を
積
極
的
に
利
用
す
る
取

組
が
拡
大
し
て
い
ま
す
。

　

住
宅
以
外
の
建
築
物
で
も
、
大

規
模
建
築
物
の
木
造
化
や
学
校
施

設
の
木
造
化
・
内
装
木
質
化
が
進

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
土
木

工
作
物
や
日
用
品
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、

輸
出
な
ど
で
も
、
木
材
の
利
用
が

広
が
っ
て
い
ま
す
。

大手住宅メーカーにおける国産材利用の取組状況

社名
（主要工法）

各社の取組状況

Ａ社
（在来）

平成21（2009）年９月から、土台にヒ
ノキ、柱にスギ集成材、合板にスギ合板
を使用した国産材多用モデルを標準仕様
として全国展開。平成21（2009）年の
国産材使用量は約16万m3。

Ｂ社
（鉄骨）

東北地方で、秋田スギの集成材を柱材に
使用。平成22（2010）年8月から、柱・
梁等への銘柄スギ・ヒノキ集成材の使用
を標準設定（選択仕様）としたモデルを全
国展開。軒裏、耐力壁等にも国産材を採
用。

Ｃ社
（ツーバイフォー）

合板や土台周りを国産材化。平成22
（2010）年度には、ヒノキ集成材による
まぐさ（開口部上部の横材）、カラマツＬ
ＶＬによる2階根太を採用した国産材率
50％モデルで、長期優良住宅先導的モ
デル事業に採択。国産材率100％を目
指す。

2

木
材
需
要
拡
大
に
向
け
た

こ
れ
ま
で
の
取
組
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化
」
の
考
え
方
を
「
可

能
な
限
り
木
造
化
・

木
質
化
を
図
る
」考
え

方
に
大
き
く
転
換
し
、

低
層
の
公
共
建
築
物

に
つ
い
て
は
、
積
極

的
に
木
造
化
を
促
進

す
る
こ
と
と
し
ま
し

た
。

　

文
部
科
学
省
と
林

野
庁
で
は
、
平
成
21

（
２
０
０
９
）年
に「
学

校
の
木
造
設
計
等
を

考
え
る
研
究
会
」を
設

置
し
て
、
学
校
施
設

に
お
け
る
木
材
利
用

を
進
め
や
す
く
す
る

た
め
の
方
策
を
検
討

し
ま
し
た
。

　

公
共
建
築
物
等
に
は
高
い
耐
火

性
能
が
求
め
ら
れ
る
場
合
が
多
く

あ
り
ま
す
が
、
一
定
の
性
能
を
満

た
せ
ば
、
木
造
で
建
築
す
る
こ
と

が
可
能
で
す
。
ま
た
、
木
造
建
築

物
は
、
設
計
上
の
工
夫
等
に
よ
り
、

低
コ
ス
ト
で
整
備
す
る
こ
と
が
可

能
で
す
が
、
木
造
に
よ
る
設
計
事

例
が
少
な
い
こ
と
等
か
ら
、
木
造

公
共
建
築
物
の
建
築
コ
ス
ト
は
高

く
な
る
傾
向
が
あ
り
ま
す
。

　

公
共
建
築
物
の
整
備
に
当
た
っ

て
は
、
長
尺
・
大
径
材
、
Ｊ
Ａ
Ｓ

適
合
材
、
合
法
性
・
持
続
可
能
性

公共建築物における木造と鉄筋コンクリート造のコスト比較

タイプ 規模
建築コスト（億円）

木造 RC造

事務所タイプ 平　屋（500m2） 1.17 1.27

校舎タイプ

２階建（500m2） 1.42 1.45

平　屋（500m2） 0.98 1.02

２階建（1,500m2） 3.77 3.41

資料：社団法人愛媛県建築士事務所協会（2003）木材利用効果 PR 推進事業
委託業務 .

注：建築コストは、同一条件の下で作成した木造・RC 造のモデルプランに
よる積算金額。
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（１）
公
共
建
築
物
の
木
造
化

　

公
共
建
築
物
の
木
造
率
は
建
築

物
全
体
と
比
べ
て
低
位
に
あ
り
ま

す
。
こ
れ
は
、
戦
後
、
国
や
地
方

公
共
団
体
が
率
先
し
て
建
築
物
の

非
木
造
化
を
進
め
て
き
た
こ
と
が

一
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

平
成
22（
２
０
１
０
）年
に
は

「
公
共
建
築
物
等
に
お
け
る
木
材

の
利
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律
」

が
施
行
さ
れ
ま
し
た
。
同
法
の
基

本
方
針
で
は
、
過
去
の
「
非
木
造

公共建築物の木造率

0

20

25

30

40

35

建築物全体 公共建築物

5

10

15

木
造
率（
%
）

36.1

7.5

3

木
材
需
要
拡
大
に
向
け
た

最
近
の
動
向

資料：国土交通省「建築着工統
計」（平成20年度）

注：公共建築物については、
国、地方公共団体等が
整備する建築物及び学
校、老人ホーム、病院
等の建築物の床面積の
うち、木造のものの割
合（農林水産省試算に
よる）。

現
　
　
状

分
　
　
析

戦後における建築物非木造化の方針（例）

○「都市建築物の不燃化の促進に関する決議」
　（衆議院：昭和25（1950）年4月）
　我が国は、年々火災のためにばく大な富を喪失しているが、
これは、我が国の建築物がほとんど木造であって、火災に対
して全く耐抗力を有していないことに起因する。（中略）
記　三　新たに建設する官公衛等は、原則として不燃構造と
すること
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電
所
に
お
い
て
、
木
質
バ
イ
オ
マ

ス
の
混
合
利
用
が
進
展
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、経
済
産
業
省
で
は
、「
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
全
量
買
取

制
度
」
の
導
入
を
検
討
し
て
お
り
、

バ
イ
オ
マ
ス
に
よ
る
発
電
も
対
象

と
す
る
こ
と
を
検
討
し
て
い
ま

す
。
更
に
、
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
制

度
や
オ
フ
セ
ッ
ト
・
ク
レ
ジ
ッ
ト

（
Ｊ

－

Ｖ
Ｅ
Ｒ
）制
度
に
よ
り
、
木

質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
に
よ
る
ク
レ

ジ
ッ
ト
化
の
取
組
も
増
加
し
て
い

ま
す
。

　

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
う
ち
、「
工

場
残
材
」
と
「
建
設
発
生
木
材
」
は

既
に
大
部
分
が
利
用
さ
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
推

進
の
た
め
に
は
、「
未
利
用
間
伐
材

等
」の
活
用
が
不
可
欠
で
す
。
し
か

し
な
が
ら
、
未
利
用
間
伐
材
等
の

収
集
・
運
搬
・
チ
ッ
プ
化
は
高
コ

ス
ト
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

単
位
発
熱
量
当
た
り
の
価
格
で

見
る
と
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
は
化

石
燃
料
と
競
合
可
能
な
範
囲
に
あ

り
ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
木
質

バ
イ
オ
マ
ス
燃
焼
機
器
の
導
入
コ

ス
ト
は
化
石
燃
料
よ
り
も
高
い
現

状
に
あ
り
ま
す
。

　

チ
ッ
プ
に
つ
い
て
は
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
変
換
技
術
の
う
ち
、
チ
ッ
プ

ボ
イ
ラ
ー
に
よ
る
熱
供
給
が
最
も

経
済
的
と
な
っ
て
い
ま
す
。
木
質

ペ
レ
ッ
ト
に
つ
い
て
は
、
一
工
場

当
た
り
の
生
産
規
模
が
小
さ
く
、

輸
入
ペ
レ
ッ
ト
と
の
市
場
競
争
が

未利用
間伐材等

工場残材

建設発生
木材

0 200 400 600 800 1,000

木質バイオマスの発生量と利用の現況（推計）

95% 5%

90% 10%

ほとんど未利用

資料 ： 農林水産省「バイオマス活用推進基本計画」（平成22（2010）年12月）

利用
未利用

木質バイオマス発生量・利用量（万トン）

◎特集 平成 22年度 森林・林業白書

分
　
　
析

証
明
木
材
等
の
多
く
の
要
件
を
満

た
す
木
材
を
短
期
間
で
大
量
に
調

達
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
が
、
現

状
で
は
、
木
質
部
材
の
供
給
体
制

は
不
十
分
な
状
態
に
あ
り
ま
す
。

さ
ら
に
、
発
注
者
や
設
計
者
の
木

造
建
築
物
に
対
す
る
理
解
も
十
分

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

今
後
の
課
題
と
し
て
、
低
層
の

公
共
建
築
物
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し

た
木
造
化
と
全
て
の
建
築
物
の
内

装
の
木
質
化
、
規
模
・
構
造
の
工

夫
等
に
よ
る
コ
ス
ト
の
削
減
、
公

共
建
築
物
に
対
応
し
た
木
材
供
給

能
力
の
向
上
等
が
挙
げ
ら
れ
ま

す
。

（２）
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用

　

平
成
14（
２
０
０
２
）年
の
「
電

気
事
業
者
に
よ
る
新
エ
ネ
ル
ギ
ー

等
の
利
用
に
関
す
る
特
別
法（
Ｒ

Ｐ
Ｓ
法
）」
に
よ
り
、
石
炭
火
力
発

課
　
　
題

現
　
　
状

石炭火力発電所における木質バイオマスの混合利用

　愛媛県新居浜市の発電事業者S社等は、同社の石炭火
力発電所に未利用間伐材等のチップ化施設と混合利用施
設を導入、運転開始。未利用間伐材等を発電所内でチップ
化した後、石炭と混合して燃焼、年間1万2,500トン（混
合率：2.5％）の未利用間伐材等を使用する計画。
　未利用間伐材等の確保に当たっては、同社の協力会社が
県内の素材生産業者等と協定を結ぶことにより、安定的な
供給を確保。

事 例

石炭火力発電所の未利用間伐材等受入れ施設
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（
２
０
１
０
）年
に
は
、
中
国
の

「
木
構
造
設
計
規
範
」
へ
の
我
が
国

産
樹
種
の
指
定
に
向
け
て
、
日
本

木
材
輸
出
振
興
協
議
会
が
、
中
国

の
国
家
標
準
管
理
委
員
会
と
の
間

で
、
規
範
見
直
し
作
業
へ
の
参
加

等
に
関
す
る
協
議
書
を
締
結
し
ま

し
た
。

　

我
が
国
の
木
材
関
係
者
の
多
く

は
、
こ
れ
ま
で
国
内
市
場
へ
の
供

（３）
木
材
輸
出

　

我
が
国
の
木
材
輸
出
額
は
平
成

13（
２
０
０
１
）年
以
降
増
加
傾
向

に
あ
り
、
ボ
ー
ド
類
や
建
築
木
工

品
類
等
の
加
工
度
の
高
い
品
目
が

大
部
分
と
な
っ
て
い
ま
す
。
我
が

国
で
は
、
こ
れ
ま
で
、
中
国
と
韓

国
を
重
点
国
と
し
て
、
付
加
価

値
の
高
い
木
材
製
品
の
輸
出
を

推
進
し
て
き
ま
し
た
。
平
成
22

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

韓国中国輸出額合計

その他
各種木製品
建築木工品類
ボード類
製材
丸太

22

24

9

19

20

5

23

2

24

28

20

2

9

65

5
6
6

9

木材輸出額の品目別割合

資料 ： 財務省「貿易統計」　
注 ： 平成21（2009）年におけるHS44類の輸出総額に占める

各品目輸出額の割合。計の不一致は四捨五入による。

（%）

現
　
　
状

分
　
　
析

強
ま
る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。

　

今
後
の
課
題
と
し
て
、
未
利
用

間
伐
材
等
の
低
コ
ス
ト
で
の
安
定

供
給
、
各
種
制
度
の
活
用
に
よ
る

需
要
の
開
拓
、
燃
焼
機
器
導
入
時

に
お
け
る
初
期
費
用
の
引
下
げ
等

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

注1：価格の算出方法
・発電用一般炭：貿易統計による平均輸入価格＋石油石炭税
・チップ（パルプ用）：木材価格統計による針葉樹チップ価格 +運賃
・A重油：石油情報センターによる小型ローリー納入価格調査結果
・木質ペレット：日本木質ペレット協会調べによるボイラー向けペレット販売価格の平均＋運賃
・灯油：石油情報センターによる民生用灯油配達価格調査結果

注2 ： 単位発熱量は「木材乾燥ミニハンドブック」（日本木材乾燥施設協会）等による。
　　　1kWh=860kcal で換算。

0.0

6.0

8.0

10.0

発電用一般炭 チップ
（パルプ用）

2.0

4.0

単
位
発
熱
量
当
た
り
価
格

1.4

4.5

A 重油

6.4

木質ペレット

7.5

灯油

8.1

（円/kWh）

課
　
　
題

木質バイオマスと化石燃料の単位発熱量当たり価格の比較（試算）
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材
の
加
工
貿
易
を
更
に
拡
大
す
る

見
込
み
で
す
。

　

今
後
の
課
題
と
し
て
、
輸
出
先

国
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
「
マ
ー

ケ
テ
ィ
ン
グ
」活
動
の
展
開
、
輸
出

先
国
に
お
け
る
規
格
・
規
制
へ
の

対
応
、
木
材
輸
出
を
推
進
す
る
官

民
連
携
体
制
の
強
化
が
挙
げ
ら
れ

ま
す
。

　平成22年度森林・林業白書では、これまでに紹介した「トピックス」と「木材の需要拡大－新
たな『木の文化』を目指して－（第Ⅰ章）」のほか、第Ⅱ章以下の各章で、地球温暖化と森林、森
林の整備・保全、林業・山村、林産物・木材産業、国有林野の各分野における主な動向や取組
について、事例を交えながら紹介しています。
　今回の白書では、読者にとっての読みやすさ、使いやすさを第一に考えて、分かりやすい記
述とするように工夫を加えました。特に、
・目次から記述内容を把握できるよう、小
見出しまでを目次に含める。

・小見出しは、事項名のみならず、極力「何
がどうなったのか」がわかるような書きぶ
りとする。

・出典情報を明らかにするなど、脚注を充
実させる。
等の点について新たに工夫を加えました。
　是非、一度、お手に取って頂けるよう、
よろしくお願い申し上げます。

給
の
み
に
取
り
組
ん
で
き
た
こ
と

か
ら
、
輸
出
先
国
の
ニ
ー
ズ
に
応

じ
た
製
品
の
開
発
が
不
足
し
て
い

ま
す
。
こ
れ
に
対
し
て
、
北
米
諸

国
で
は
、
10
年
程
前
か
ら
、
中
国

を
対
象
と
し
て
、
官
民
連
携
に
よ

り
、
木
材
供
給
と
技
術
指
導
を

セ
ッ
ト
に
し
た
総
合
的
な
木
材
輸

出
振
興
戦
略
を
展
開
し
て
き
ま
し

た
。
ま
た
、
中
国
で
は
、
家
具
、

木
質
パ
ネ
ル
、
フ
ロ
ー
リ
ン
グ
、

木
質
ド
ア
の
生
産
量
・
輸
出
量
世

界
一
の
維
持
を
目
標
と
し
て
、
木

◎特集 平成 22年度 森林・林業白書

課
　
　
題

　

木
材
の
需
要
拡
大
を
図
る
に
当

た
っ
て
は
、
素
材
の
供
給
体
制
整

備
、
木
材
製
品
の
加
工
・
流
通
体

制
整
備
、
技
術
開
発
の
推
進
な
ど

の
条
件
整
備
を
進
め
る
こ
と
が
必

要
で
す
。

　

我
が
国
は
、
古
来
よ
り
、
木
材

を
適
材
適
所
で
多
用
す
る
「
木
の

文
化
」を
培
っ
て
き
ま
し
た
。
こ
れ

か
ら
の
木
材
需
要
拡
大
の
取
組
に

よ
り
、
新
た
な
「
木
の
文
化
」
が
創

出
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
ま
す
。

4

新
た
な「
木
の
文
化
」を

目
指
し
て

http://www.rinya.maff .go.jp/j/kikaku/hakusyo/22hakusho/index.html

お　わ　り　に

平成22年度 森林・林業白書


